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本報告では,小 規模校における多様な人間関係構築機会を保証するために,複数の学校を,ネ ッ ト会
議システムを用いて常時接続する学校連携プロジェク トの実践を行った。半年間の実践後,関 係者 に対
するインタビューを実施 し,本 プロジェク トに対する問題点を明らかにした。具体的には,学校 ごとに
時程が異な り,休み時間が同一ではないとい う問題があった。そのため,子 どもたちの交流が妨げられ
るとい う事態になっていた。また,複 数の学校で行っているため,学 校ごとにそれぞれのニーズが異な
るとい う問題が明らかとなった。
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1.本実践の背景
現在,我 が国においては少子高齢化の時代を迎え,都
市部の人口が大幅に増加するのに比例するように,農村
部においては過疎化が大きな問題になっている。このよ
うな状況は,地域に根ざして存在 している小学校 ・中学
校の現場においても同様である。初等中等教育の現場で
も,都市部か ら離れた周辺部 ・へき地では,少子高齢化
の現状とあいまって,学 校の存続自体が難 しくなってき
ている。
へき地にある小規模校の問題は様々にあり,多 くの議
論がなされてきている。文部科学省でも,中央教育審議
会 ・初等中等教育分科会の中に,「小 ・中学校の設置 ・
運営の在 り方等に関する作業部会」を設置 し,小規模校
における問題点の検討を行ってきている。2008年12月に
行われた 「小 ・中学校の設置 ・運営の在 り方等に関する
作業部会」の第8回 会合時の席E資 料で,小 規模校及び
大規模校に関するメリッ ト,デメリッ トについてまとめ
ている(「学校規模によるメリット・デメリット(例)」)。
その中でも,小規模校における学習面,生 活面における
問題点として,人 間関係構築に関わる問題が挙げられて
いる。へき地の小規模校では,幼稚園か ら中学校までほ
ぼ同じ人間関係で過 ごすことになる。大部分の地域では,
幼稚園,小 学校,中 学校が同じ敷地にあり,そこに通 う
子どもたちは,幼稚園か ら中学校まで人間関係が変わ ら
ずに1学 年1人 ～5,6人程度で生活することになる。
また,そ のような土地の多くの学校では,1学 年での授
業実施が困難で複式を採用するなどしている。本来,小
学校に通 う児童期には,多様な仲間たちとのかかわ りを
通 した仲間集団の構築など社会性獲得が求められる時期
でもある。そのような時期に,限 られた少数の仲間だけ
で変化することなく中学校卒業まで過ごすとい う事は,
その子どもの成長の可能性を大きく狭めることにもつな
がる。このような小規模校が抱える問題を打開するため
の一つの解決策として,小 中学校の統廃合が行われてい
る。当然,統 廃合を行 う理由には経済的側面もあるが,
先述 した多様な人間関係構築の機会を子 どもたちに提供
するとい う側面も無視できない。そのような子 どもたち
の人間関係構築という観点で学校の統廃合を考える場合,
子どもたちにとって決 してマイナス面のみではない。 し
か し,小中学校の統廃合にはいくつかのデメリットも存
在する。一番大きなデメリッ トとしては,地域(共 同体)
の中における学校の歴史的(文 化的)価 値の喪失 とい う
点が挙げられる。柳(2005)が指摘 しているように,学
校,特 に古くか らある小学校は,たんにその地域(共 同
体)の 教育機関とい うだけにとどま らず,地 域の人々の
帰属意識の中心であった り,地域(村 落共同体)を 代表
する象徴的存在であった りすることが多くある。学校を
中心に地域(共 同体)が 拓け,学校がその共同体の結び
つきの中心をなしている。つま り,学校を維持するとい
うことはその地域の伝統や歴史を守ることにもっながっ
てくる。学校は当然,子 どものための施設であり,子 ど
もの成長発達に資するためにその存在の仕方を考えてい
く必要があるが,そ の一方で,学 校はその地域の文化的
価値を担っている存在でもあり,そのような側面を軽視
することもできない。
上記のような視点に立って考えると,現在のへき地社
会が抱えている二律背反な状況が明らか となってくる。
つま り,統廃合を行 う事で,ロ ーカル(共 同体の文化的
価値)を 切 り捨ててスケールメリットを享受するのか,
それとも統廃合せずにスケールメリットの享受を諦める
かわ りに文化的価値を守るのか,と い う事の選択を迫 ら
れているといえる。 しか し,学校とい う文化的価値を守
りなが らスケールメリッ ト,つまり多様な人間関係構築
機会を保証できる選択肢がありうるのであれば,子 ども
にとって も地域(共 同体)に とって も,そ れが一番 良い
事であるのは論 を待 たない。そ こで本プ ロジェク トでは,
へ き地 を多 く抱 え る福 井県 福 井市 の 学校 をモ デル に,
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い るこ とで,へ き地 の小規模校 に通 う子 どもたちに,よ
り広 い人 間関係構 築機 会 を提供で きる環境 を構 築 し,実
践 を試み た。本 報告は,実 践 までの過程 を検 証す ること
によって,そ の実践の内包す る問題点 を明 らか にす るこ
とを 目的 とす る。
2.福 井県の現状
福井県 の現在 の人 口は,789,917人(平成26年8月1日
現在)で 昨年度,80万人 を ド回 った。平成15年時 には82
7,395人で あったので,IO年 の問に約37,000人の人 口減
とい うことになる。その 中の子 ども(0歳 ～19歳)の 人
口の推移 を表1に 示す。表 よ り明 らか なよ うに,10年間
の 間に約20,000人の人 口減で あることが分か る。福井県
全体の人口減少のなかでも,子 どもの人口減少が大きな
割合を占めていることが分かる。このような社会状況は
教育現場にも反映されている。表2に 平成17年度と今年
度(平 成26年度)の 学級規模別の福井県の小学校数を示
す。10年間で14校少なくなっていることがわかる。学級
規模別にみてみると,5学 級以 ドの学校が7校 減で,反
対に18学級以Eの 学校が7校 増である。このことより,
へき地の学校が統廃合などにより減少 していく一方で,
都市部の学校に人口が集まっている現状が うかがえる。
このような状況は県庁所在地である福井市においても見
られる(・表3参照)。50校の小学校の中で,5学 級以下
の学校が7校 ある。このように小規模校の問題は福井県
全体の問題であるだけでなく,福井市においても考えて
いかなければいけない問題である。
3.小規模校と大学との連携
このような小規模校に関わる問題は,福井県に限 らず
多くの地域にある。特に,離 島を多く抱える県において
は深刻な問題にもなっている。地域の教育を支える人材
育成を使命に掲げる教員養成系の国立大学では,以前よ
りへき地教育を担える人材育成を,地域との連携で行っ
てきた。長崎大学,鹿 児島大学,琉 球大学は3大学連携
で 「離島教育の充実発展に関する研究プロジェク ト」を
たちあげ,それぞれの大学の特色を活か した実践を行っ
ている(吉 田ら2007,仲間ら2007)。長崎大学や琉
球大学では希望者に対 して,へ き地教育実習を行ってい
る(寺嶋ら2008)。また,鹿児島大学では,フ レンドシッ
プ事業の一環として,大 学生が奄美大島に出向き,そ こ
の子どもたちと触れ合 う実践を行っている。また,北 海
道教育大学や和歌山大学では,へ き地での泊 りがけでの
教育実習のまえに,短 期間でのへき地体験学習を行い,
4年間かけてへき地教育を学べるプログラムを導入 して
いる(豊 田2011,川前2010)。このような大学での
取 り組みは,(離島を含む)へ き地の小規模校(複 式学
級)に 対応できる教師を育成するとともに,そ のような
学校が地域との連携 ・協力の中で成 り立っていることを
学生に学ばせるところに特色がある(川 前2012)。和
歌山大学でのへき地教育実習では,そ の点を意識 して教
育実習を行 う学生の宿泊に関して民泊を導入 している。
これ らの取 り組みは,長期的な視野で考えれば,へ き地
教育の充実につながっていくものではある。 しか し,先
述 したような小規模校の子 どもたちが抱えている人間関
係の問題解決につながる取 り組み とはいえない。地域 と
の連携が大学にも求められている現状で,教 員養成系大
学としてへき地小規模校の支援につながる取 り組みをし
ていくことも非常に重要な事 といえる。
4.プ ロジェク トの概要および具体
以上の現状及び問題点を踏まえた うえで,本 プロジェ
ク トでは,地域に根差 した学校を地域の中に残 しながら,
子どもたちの多様な人間関係構築機会を提供できるよう
なシステムおよび環境の構築を行い,そ の実践を試行 し
た。小規模校の大きな問題点は,人 間関係が限定されて
しま うことである。そこで,本 プロジェク トでは,その
ような小規模校を3校選定 し,インターネッ トEで常時
接続することで学校間交流を行 うことを企図する。具体
的には,へ き地複式を採用 している複数の学校を,ネ ッ
ト会議システムを用いて常時ネッ トワークで結ぶととも
に,学校間交流を頻繁に行 う環境を構築する。本プロジェ
ク トのイ メー ジは図1の とお りで ある。 さ らに,3校 合
同のポータルサイ トを構築 し,ネ ット上および現実場面
での交流を図るとともに,それ ら交流の記録をポータル
サイ ト上 に蓄積 してい くことを企図す る。本プ ロジェク
トの特色 と して以下の点が挙 げ られ る。イ ンターネ ッ ト
Eでのネッ ト会議システムで 口常的に交流を図るととも
に,現実場面においても交流を持てる機会を用意する。
日常でのICTを用いた交流のみだ と,現実感の希薄 した
関係 になって しま う。また,研 究のた めの研究 に陥 って
しま う危険性もある。反対に,年 に数回の現実場面の交
流のみだ と,一 時のイベ ン トで終わ って しま う危険性が
ある。子ども同±の継続 した関係構築にはつなが りにく
いことが予想される。そのような問題点を考慮 して,本
プ ロジェク トで は,ネ ッ ト上での交流 と現実場面での交
流を交互に実践することで,へ き地小規模校における子
どもたちのより広範な人間関係構築につながる環境設計
を行 った。
実際の現実場面における複数学校の交流は,各学校そ
れそれの事情や,子 どもたちの移動やそれに伴 う責任の
問題,教 員の仕事割振 りなど,種 々の 問題が生 じる。そ
こで本プ ロジェク トでは,福 井県教育委員会が行った
「小規模校合同授業推進事業」の推進小学校を対象学校
とした。そ うすることで,ネ ッ ト上での交流は本プ ロジェ
ク トにおける環境を用いて,現 実場面での交流は福井県
教育員会の事業で,そ れぞれ行 うことが可能になる。
以Eの 経緯より,本プロジェク トでは福井県教育委員
会の 「小規模校合同授業推進事業」の推進校である福井
市内の3小 学校(A小 学校,B小 学校,C小 学校)を プ
ロジェク ト協力校に選定 した。各小学校の概要は表4に
示すとお りである。上記3校 にネッ ト会議システム(以
下 「システ ム」 と記す)を 導入 し,常 時接続 を行 った。
図3設 置 されたネ ッ ト会議 システム
システムにはエイ ネ ッ ト株式 会社の 「FreshVoice」を
用いた。 システ ムのサーバー を教育地域科学部附属教育
実践総合セ ンター(以 下 「セ ンター」 と記す)内 に置き,
セ ンター 内のサーバー を介 して各小学校 に設置 して ある
クライエン トマシンがつながる環境を構築 した。セ ンター
に設置 したサーバー は大学ネ ッ トワー クで はなく,セ ン
ター に引き込んだ専用回線 に接続 させた(図2参 照)。
本実践 は,常 時接続 されたネ ッ ト会議 システ ムを用い
ることで,プ ロジェク ト協力校の子 どもた ちによ り広範
な人間 関係構築機 会 を提供す ることを 目的 に行 ってい る
た め,シ ステ ムを教室で はなく,子 どもた ちが休み時間
等 に多 くい るパブ リックな場所 に設置 した。各学校で,
朝,シ ステ ムを立 ち上 げてそれぞれの学校 を結び,放 課
後,子 どもた ちが帰 った後で システ ムを終了す るまでの
間,各 学校 をつ なぎっぱな しの状態 に してい る。図3は
実際 に設置 されてい るネ ッ ト会議 システ ムで ある。 この
よ うなネ ッ トワークを用いた連携 の実践を行 うと同時に,
福井県教育委員会の 「小規模校合 同授業推進事業」で学
期 ごとに数回,3校 が一つの学校 に集ま っての協働授業
の実践 を行 った(図4参 照)。
プ ロジェク トは,2012年9月より実施の準備 を行った。
具体 的には,Webサーバ ーの構 築,ネ ッ ト会議 システ ム
のサ ーバー導入、各学校へ の システ ム環境の構築,ポ ー
タルサイ トの作成 などを行い,2013年7.月に各学校での
接続 テ ス トを行 った。2013年9月 よ り試用 を開始 し,
2014年4月よ り本運用 を行 ってい る。
5.明 らか とな った問題
本報告で は,小 規模校連携ネ ッ トワー クシステ ムの導
入,運 用 を行 ってい く上での問題点 を明 らか にす ること
を 目的 と してい る。 ここで は,導 入時 にお ける問題 と運
用 にお ける問題 とに分 けてま とめる。運用 にお ける問題
点 に関 して は,2013年12月お よび2014年3月にプ ロジェ
ク ト協力校の校長及び教頭へのイ ンタビュー をもとにま
とめた。
導入時の問題 と して,以 下の3点 が挙 げられ る。第一
にニーズ把握の問題で ある。本プ ロジェク トは3校 合 同
で行 うプ ロジェク トである。当然,3校 それ ぞれの状況,
問題意識 は異な ってい る。小規模校 とい って も人数や地
図4合 同授業の様子
域性は必ず しも同じではなく,学校ごとに課題やニーズ
が異なっている。学校の状況や直面 している課題等を把
握 した うえで,3校 共通に課題解決に資するプロジェク
トを考えていく事が重要になってくる。第二にシステム
の設置場所の問題が挙げられる。本プロジェク トの 目的
は,日常の学校生活の中で,他 の学校の子どもたちとっ
ながることで,よ り広範な人間関係構築を模索するとこ
ろにある。そのため,システムはどこか特定の教室等に
設置するのではなく,多 くの子どもたちが休み時間等に
利用するパブ リックな場所での設置とい う条件が優先さ
れる。 しか し同時に,子 どもたち同士の接触を前提とす
るシステムのため,教師の 目の届くところとい う条件も
重要になってくる。子どもたちが休み時間多く利用する
ところで,教 師の 目の届くところとい う条件に合致する
ところが学校現場の中にそれほど多くなく,設置場所の
問題を考えることが重要な問題となった。第三にネッ ト
ワークの問題が挙げられる。小規模校の場合,ネ ットワー
クが通常の小学校と異なる場合もありうる。本プロジェ
ク トの場合,B小 学校は正式には幼少中学校でありネッ
トワークは福井市の中学校ネッ トワークになるため,小
学校ネッ トワークのみならず中学校ネッ トワークの設定
も考える必要が出てくる。また,シ ステム自体は子ども
の利用が前提となるため,学 内の児童用ネッ トワークへ
と接続させるのだが,先 述 したとお り,設置場所は教師
の目の届く場所であるため,設置場所が教師用ネ ットワー
クになって しま うことがある。本プロジェク トの場合,
A小学校での設置場所が1階 の職員室前であり,教師用
ネッ トワークしか周 りにないとい う状況であった(A小
学校の場合,1Fに は教室はなくすべて教師用ネ ットワー
クであり,2階以上に教室があり,児童用ネッ トワーク
になっている)。A小学校では,本 来,1階 に設置する
情報端末を子どもが利用するとい うことが想定されてい
ないためである。そのため,本プロジェク トでは,ネ ッ
トワーク線の改修工事を行い,2階 の児童用ネッ トワー
ク線を1階 に引き込むことで対応 した。
次に運用時の問題について考える。実践対象校の校長,
教頭にインタビューを行った結果,3つ の課題が明確化
した。第一に学校ごとのニーズの差異による利用形態の
問題が挙げられる。本プロジェク トは,ネ ッ ト会議シス
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テム環境を用いることで,子 ども達の広範な人間関係構
築機会を提供するという点では目的を共有できていても,
導入時の問題のところでもふれたように,学校ごとに課
題が異なるため,その利用形態も異なっている。あくま
でも目的に沿って,休 み時間や特別活動等の時間での子
ども達の交流に限定する学校がある一方で,授 業等でも
利用 し双方の学校と合わせた授業を展開するなどの利用
方法や,更 には地域の人たちとも連携させて,よ り広い
授業展開を考えていくとい う利用を行いたいと考えてい
る学校もある。授業利用に関しては,時 間割やカ リキュ
ラム等を揃えて行っていく必要性があるため,教員負担
は非常に大きなものになってくる。一つの学校のみが望
んでいてもなかなか実現するには難 しい問題が多くある。
実際に,使用 している半年の問に,B小 学校とC小学校
で数回の授業利用をするにとどまっている。今後,学 校
ごとの課題や状況と照 らし合わせて判断 していく必要が
ある。第二の問題として,運 用の際の組織に関する問題
が挙げられる。本プロジェク トは一つの学校で閉じるシ
ステムではなく,複数の学校で連携 して行 うものである。
そのため,学校間で一定のルールを決めて運用 していく
ために,学校ごとに運用責任者を決めて各学校の代表者
で作る運営委員会等の実行主体をつくる必要がある。そ
の主体のもとで,一 定の運用ルール等の作成が求められ
る。本プロジェク トは試行段階であったために,教 育実
践総合センター側が主導する形で導入→運用と進めてき
たため,そのような実行主体を考えてこなかった。 しか
し,ネッ トワークを使った実践のため,不慮の トラブル
に際 しての対応とい う点でも,委員会等の組織体をつく
ることが喫緊の課題といえる。第二の問題として,子 ど
も達の利用に関する問題が挙げられる。本実践では各学
校に設置されているシステムを子ども達が利用 してくれ
ることが第一である。 しか し,試用段階でいくつかの間
題が明らかになった。本実践の中で授業時程の異なる学
校があり,その学校だけ,他の2校 と休み時間の時間が
異なっていた。そのため,休み時間に子ども達がシステ
ムの前に行っても,残 り二つの学校は授業中であり,誰
もいないとい う事態が生 じていた。初めの うちは,シス
テムの前に行っていた子ども達も,そのような状況が続
くと,利用が減っていく。このような状況は他の2校 に
おいても同様で,シ ステムを利用 したくても,モニタ越
しの相手の学校に誰もいないというような状況が続けば,
必然的に利用は減っていって しま う。このようなシステ
ムの運用を考える際には,子 ども達がシステムの前に行
くような仕掛けを考えること,そ して,そ こで実際に子
ども達同±が触れ合える経験をすることが重要になって
くる。今回の試用期間中には,各学校の先生方が工夫 し
て,カ メラの前に,ヒヤシンスの球根や飼っているカエ
ルの水槽などを置いて,誰 もいなくても,システムの前
に行けば何か映っているとい うような状況を作って,子
ども達の利用を促 した。時間割等の問題は,今後の考え
ていかなければいけない問題といえる。
6.本研究の意義と今後の展望
これまでにも教育現場におけるICTの利用に関しては,
様々に行われてきてお り,多くの実践ならびに研究知見
が報告されている。 しか し,それ らのほとんどはICTの
授業内での利用であ り,その主口的は 「ICTを利用する
ことによって教授学習過程をより豊かなものにする」こ
とにあるといえる(例えば米盛2006,植村 ・吉元2007)。
学校現場で期待されることは,知識の獲得であるのはも
ちろんのこと,多 くの人との交流を通 した社会性の獲得
もまた重要な課題である。本実践では,小規模校でのよ
り広い人間関係構築のためにICTを用いた ところに意義
がある。しかし先述したように,複数の学校を結んだネッ
トワークの構築及びシステムの運用には多くの問題があ
ることも明らかになった。今後,実 践 していく中で一つ
ずつ問題を解決 しなが ら,日常的に子ども達が利用でき
る体制を整え,更 には,それぞれの学校のある地域を巻
き込んだ運用を考えていきたい。また,本 報告において
は,このようなプロジェク トを立ち上げる際においての
問題点および学校間のニーズを把握することに主眼を置
いている。そのため,実際の運用に至るまでの問題と管
理職へのインタビューのみで構成されている。今後,本
運用を続けていき,実際の子ども達の反応やこのような
取 り組みに対する教師の受け止め方,ま た,こ れが今後
の教育現場にどのような提案を行えるのかとい う点につ
いてまとめていく必要がある。
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